
1 

平成31年２月定例会 商工観光常任委員会の主な質問等 

 

平成31年２月21日 

発 言 者 発    言    要    旨 

矢吹副委員長 山形県総合文化芸術館（文化機能）の指定管理者の候補者選定の手続きはどの

ようになされたのか。また、山形県観光文化スポーツ部指定管理者審査委員会（以

下、審査委員会）はどのような構成となっているか。更に、審査委員は８人のは

ずだが、当日７人で審査を行った事情は何か。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

 指定管理者の選定については、全庁的な取扱いを示した（総務部策定の）「指定

管理者制度導入手続き等に係るガイドライン」に基づき行われている。個々の審

査委員会の設置は、各部局で行うこととされており、山形県観光文化スポーツ部

指定管理者審査委員会設置要綱を定め、手続きを進めている。今回の案件は、平

成30年11月13日から12月25日までの募集期間に申請あった２つの提案につい

て、31年１月９日に審査委員会を開催した。 

候補者の選定に当たっては、審査委員会において、応募資格の確認及び事業計

画書等の内容について、総合的に審査・評価を行った上で、審査結果を尊重して

候補者とすべき者を選定している。 

 審査委員会は、通常は職員３人、外部有識者３人の計６人で構成しているが、

本指定管理業務は、新規施設であり大規模かつ専門性が高いことから、外部委員

を更に２人（全国公立文化施設協会アドバイザー）を選任し、合計５人の外部委

員としている。 

 審査委員会当日は、都合により委員１人が欠席したため、７人で審査を行った。 

 

矢吹副委員長 総合的な審議・評価の結果とのことだが、審査委員会において、最終的に平均

点で上回ったＢではなく、Ａ（みんぐるやまがた）を候補者として適当であると

認められた理由は何か。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

Ａは、（公財）山形県生涯学習文化財団を代表として、（公社）山形交響楽協会、

サントリーパブリシティサービス（株）の３団体から成る共同体である。 

審査は、ガイドラインに沿って、評点結果を参考の上、総合的な観点から審議・

評価した上で指定管理者の候補者として適当と思われる者を選定することとされ

ている。 

得点の合計は僅差であり、個別委員の評価ではＡを上位に評価した委員数が多

かったことから、総合的な審議・評価を行い、企画事業等の企画・実施及び財務

状況が健全で安定的な運営が可能となる経営的基盤などについて高い評価を得た

Ａが適当と認められた。 

 

矢吹副委員長 ＡとＢの提案について、指定管理料の金額に差があったのか。また、Ａが評価

された企画事業と経営的基盤の内容をもう少し詳しく教えてほしい。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

２者が提案する指定管理料について差はなかった。 

企画事業については、全国規模での公演団体などとのネットワークと豊富な事

業実施経験を活かした、これまで県内で鑑賞機会に恵まれなかった事業の提案が

あったところである。また、文翔館等の施設の管理運営や県内文化団体への支援

を行っている（公財）山形県生涯学習文化財団が培ってきた県内文化団体とのネ
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ットワークと山形を拠点に活動するプロの実演団体である（公社）山形交響楽協

会の実績を活かし、地域に根差した、文化の裾野を拡大し、山形の文化力を向上

させる提案がなされたところである。 

経営的基盤については、総合文化芸術館の指定管理業務は現県民会館と比して

内容及び事業規模が全く異なるものであり、安定して管理運営を行うことができ

る財務状況及び業務を適正に遂行していくための経営体制が必要であり、この点

で、Ａが高く評価された。 

 

矢吹副委員長 指定管理者の候補者選定は、審査委員会の審査結果を踏まえ、県が最終判断を

行うということでよいか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

ガイドラインにおいて、「審査委員会の審査結果を尊重しながら候補者とすべき

者を選定すること」と定められていることから、審査委員会の審査結果、企画事

業等の企画・実施及び健全で安定的な運営が可能となる経営的基盤などについて

Ａが高い評価を得たことについて、県としても適切であると判断した。 

 

矢吹副委員長 指定管理の開始時期や事業規模を考えれば、議案についてじっくりと議論する

ことも必要と思われるが、なぜ今定例会の現年度議案で急いで審査する必要があ

るのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

総合文化芸術館は新設の施設であり、開館後の円滑な利用を実現するため、指

定期間開始前に、予約受付や会館に関する問合せに対する窓口の設置、運営マニ

ュアルや利用案内の作成、利用説明会の開催等の開館準備業務の内容を協議し、

着手する必要がある。そのためには、指定管理者と指定期間全体に関する包括協

定を締結する必要があるが、総合文化芸術館は新設の複合文化施設であることか

ら、包括協定の内容について十分協議し、締結する必要がある。 

こうしたことから、指定管理者との包括協定を平成30年度内に締結する必要が

あり、包括協定までに十分な時間を要するため、現年度議案としたところである。 

なお、包括協定を30年度に締結するため、30年度から36年度までの債務負担

行為を設定している。 

 

矢吹副委員長 今回の案件は、提案内容が示されない中で、審査委員会の審査結果を踏まえ、

県が最終的に決定した候補者を議会が審査することになるが、その中で、指定管

理者審査委員会の権限と責任、そのあり方について難しさを感じた。指定管理者

の候補者選定のプロセスについて、全庁的な課題として認識してほしい。 

 

吉村委員 

 

財務状況の評価はＢの方が低いのに、点数はＢが高いのはなぜか。財務状況を

しっかり見るのは基本だと思うが、財務状況についての評価項目がなかったとい

うことなのか、配点が少なかったということなのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

評価する項目は幅広くあり、そのうちの一部が財務状況となっている。Ａにつ

いては、経営的基盤の点ではＢに比べて高かった。 

 

吉村委員 途中で財務状況が悪くなって、指定管理ができなくなるということはあっては

ならないことであり、相当のウエイトを置いて審議すべきと思ったところである



3 

発 言 者 発    言    要    旨 

が、最終的にはどのようにＡに決定されたのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

最終的には総合的な審議・評価を行い、企画事業等の企画・実施及び財務状況

が健全で安定的な運営が可能となる経営的基盤などについて、高い評価を得たＡ

が合議の上で選定された。 

 

吉村委員 審査委員会の決定方法として、委員長の職権によるものや採決などが考えられ

るが、どのようにして決定したのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

合議により選定した。 

 

 

 

関委員 審査委員会での各審査項目の配点の割合は、各項目の審査の位置付けを反映し

たものか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

その通りである。 

 

 

 

関委員 公表資料によるとＢの高かった項目が２つあるが、裏を返せばＡのこれからの

課題と言えると思うが、どのような内容か。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

施設の平等利用の確保や、管理経費における経済性について地域経済への貢献

の点で、Ｂがやや高い評価を得ている。 

 

 

関委員 仕様書では、市町村、県内文化施設、県内文化芸術団体、（大学等）教育機関等

との連携・協働による事業を積極的に進めることが挙げられているが、候補者の

選定にあたってどのように評価されたのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

選考基準のうち「地元企業の参画・活用や地域経済への貢献を考慮しているか」

や、「地域、関係機関等との連携の考え方が地域経済への貢献を考慮したものとな

っているか」、「他県類似施設、県内公立文化施設との連携の考え方は適切か」に

おいて評価している。 

 

関委員 選定されなかったＢは非公表となっているが、県外なのか、県内なのか、その

あたりはどうか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

お答えすることはできない。 

 

 

 

関委員 今後の話として、指定管理の第１期目の実績が評価されることとなるが、この

度の選定基準と同じものとなるのか。 
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山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

次回の指定管理者の公募の審査については、現段階で決まっていない。 

 

 

 

関委員 地域の意見を汲み上げるということはもとより、地域が総合文化芸術館の運営

に参加する形となることを希望する。 

また、矢吹副委員長からもあったように、指定管理者の候補者選定のあり方等

については、課題として検討してほしい。 

 

阿部(信)委員 鶴岡市民文化会館「荘銀タクト鶴岡」は、まだ指定管理になっておらず、文化

施設の指定管理は、一定の企画・運営能力がないとできないものと考えている。

今回の案件については、指定管理の選定に当たって、（公社）全国公立文化施設協

会のアドバイザーを入れるなど、県でも重要視しながら選定したところであり、

議案に賛成したい。 

 

小野委員 審査委員会の審査において、点数が僅差でなく大差がついていた場合、総合的

評価で審査結果が変わることはあるのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

指定管理については、評点は参考とするとガイドラインで定められており、総

合的に審議・評価を行った上で決定される。点数で仮に大きい差がついたとして

も、その後の総合評価で変わり得る。 

 

小野委員 点数はそんなに重要視されてないということか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

極端な例を申し上げてしまったが、通常は、大きく得点差がついたものが最終

的に審査委員の判断で異なる結果となることは考えにくい。 

 

 

小野委員 審査委員会の審査結果は、非常に重要なものであるが、審査委員の数を偶数に

したのはなぜか。また、欠席した委員は前からその日は都合が悪いと言っていた

ようだが、なぜその日に行ったのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

審査委員の数が偶数となったことについては、特に意図があったわけではなく、

通常、職員３人と総務部で選定している外部の有識者３人で計６人のところ、更

にコンサルタント業務もやっているアドバイザーとホール運営に携わったことの

ある経験者ということで、１人でなく２人追加したもので、結果的に８人になっ

たものである。 

審査会の日程は、できる限り多くの委員が出席できる日を調整した結果である。 

 

小野委員 審査委員会において、指定管理者の候補者を合議で決定したとのことだが、４

対３で決を採ったのではないか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

審査委員７人中、４人がＡを、３人がＢを上位に評価したが、点数は僅差であ

り、合議による総合的な審議・評価の結果、企画事業等の企画・実施及び財務状

況が健全で安定的な運営が可能となる経営的基盤などについて評価の高かったＡ
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を選定した。 

 

小野委員 総合文化芸術館の使用料について、減免制度はあるのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

条例に基づき、あらかじめ知事の承認を受けた場合は減免可能である。現県民

会館では、県内の文化団体が（指定管理者と）共催事業を行う場合などに減免し

ている。 

 

 

小野委員 総合文化芸術館は、Ａを構成する（公社）山形交響楽協会のホームグランドと

なるのか。常時演奏する会場となるのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

公演の機会は多くなろうかと思うが、（公社）山形音響楽協会は現在、山形テル

サで定期演奏を行っており、直ちにホームグランドとなるかはこちらではお答え

できない。 

 

小野委員 （公社）山形交響楽協会が総合文化芸術館で演奏する場合、その使用料は減免

になるのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

使用料の減免については包括協定の締結後に申請の手続きが行われるものであ

り、現段階で候補者がどのような考え方で申請をしてくるか、こちらではわから

ない。 

 

小野委員 現在の県民会館の業務の整理はどうなるのか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

県民会館の整理については新しい文化施設とは別になっている。総合文化芸術

館は平成31 年 12 月から指定管理開始を予定しており、その前に県民会館は利用

停止する予定であり、期間として重複はしない。 

 

小野委員 県民会館を運営している指定管理者で従事している従業員と新しい芸術館とは

一切関係ないのか。今の県民会館の従業員はこれで終わりということか。 

 

山形県総合文化

芸術館整備推進

室長 

県民会館は平成31 年 11 月末で利用停止となるが、その後の残務もあるので年

度内は業務として継続する予定で考えている。会社の中での従業員の配置等につ

いては、県で関与できるものではない。 

県民会館の指定管理期間については31年度末までとなっている。そのうち利用

停止するのが11月末であり、その後の業務内容については協議することとしてい

る。 

 

関委員 平成30年度は、第10次山形県職業能力開発計画（28年度から32年度）の中間

年であるが、そういった観点から職業訓練に関する取組みの状況はどうか。 

 

産業人材育成主

幹 

公共訓練費については、山形市にある職業能力訓練校、庄内職業能力開発セン

ターで在職者向けの職業訓練を実施している。この職業訓練に対して、受講者の

数は、予定よりも少なかったことから事業費を減額補正している。 
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また、離転職者職業訓練事業については、求職者が仕事につく際にハローワー

クからの職業訓練受講の指導を受けて、訓練を受けた上で、就職を目指すもので

あるが、雇用情勢の改善が進み、求職者自体が大きく減少したため、減額補正し

ている。当初は48コース、901人の受講を計画していたが、42コース、677人の

実績見込みとなった。 

 

関委員 職業訓練のコース別の特徴はあるか。 

 

産業人材育成主

幹 

離転職者職業訓練は、パソコン、ＯＡシステム、経理事務、医療事務といった

コースを設定している。それから、２年間の訓練を受けて、介護福祉士や保育士

の資格を取得する高度長期人材コースもある。 

 

関委員  第10次山形県職業能力開発計画において、産業イノベーションを支える人材を

育成するとともに、県民総活躍に向けた職業能力開発を行うこととし、女性、中

高年、障がい者、非正規雇用労働者の能力開発を謳っているが、これらの層の動

向はどうか。 

 

産業人材育成主

幹 

 

訓練コースの中に、若者、女性、高齢者を個別の対象にしたものはないが、訓

練の中には託児付きのコースを設けており、今年度は３コース設定し、７人の方

がサービスを利用している。 

 

関委員 離転職者職業訓練における非正規労働者の正社員化の状況はどうか。 

 

産業人材育成主

幹 

 

今年度は、介護福祉士のコースに加え、保育士のコースを設定した。また、就

職した後、非正規から正規に転換を図ることも必要であり、在職者を対象とした

訓練を行っている。在職者が更に処遇改善を求めるため、自らのスキルを高める

ためのものである。 

この他、訓練以外にも、山形県正社員化・所得向上促進事業奨励金による支援

も行いながら、人材育成と合せて、正社員化の取組みを行っている。 

 

関委員 雇用対策の中で、非正規社員の正社員化と処遇改善に取り組んでいるのは先進

的なものであり、評価するが、一方で、不本意非正規社員の割合が全国でも５本

の指に入る状態が続いており、訓練の拡充をお願いしたい。 

 

吉村委員 山形市内の百貨店（やまがた大沼デパート）の再建が難航している旨の報道が

あったが、状況はどうか。 

  

商業・県産品振

興課長 

売上げの減少が続き、４期連続の赤字となっており、平成30年４月、マイルス

トーンターンアラウンドマネジメントからの支援を受け、経営体制を一新し、大

規模なリニューアルを行う経営再建に取り組んでいくと聞いていたところであ

る。しかし、新体制発足から４箇月が経って、様々な報道情報が飛び交っており、

昨日、山形市、山形商工会議所、七日町商店街振興組合による緊急の会議や記者

会見が開かれた。 

現段階では、確認が取れない状況であり、引き続き、関係団体等と連携し、様々

な角度から情報収集に努めたい。 
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吉村委員 経営再建が困難な場合は、他の支援先の検討も必要ではないか。また、関係団

体から相談や支援要請が県にあった場合は、前向きに検討してほしい。 

 

商業・県産品振

興課長 

再建計画を注視し、山形市のまちづくりの考え方を尊重しながら、当該百貨店

を含む中心市街地の活性化が円滑に進むよう、関係機関と連携しながら、県とし

てどのようなことができるか検討し、できることから対応していきたい。 

 

吉村委員 平成30 年 11 月に工場拡張を発表した（株）デンソー山形の現状と見通しはど

うか。 

 

産業立地室長 

 

現在、設備を導入し、平成31年３月に竣工の見通しであり、従業員は、150人

程度増員する予定と聞いている。 

従来は、自動車のドアのブザー音や障害物との距離を測定する機器の部品を製

造していたが、今後は、電子制御に関するコンピューター用のユニットを製造す

る予定と聞いている。 

 

吉村委員 （株）デンソー山形の常務役員が政策総合審議会の委員となっているが、今後

の県との関わりをどう考えているのか。本県出身という関係で、更に様々な関係

性を持てることを期待している。 

 

商工労働部長 （株）デンソーは、売上額が４兆円から５兆円の巨大企業であり、従来からあ

った関連企業を（株）デンソー山形とし、従業員 400 人の拠点工場を飯豊町に整

備した。 

 

吉村委員 結び付きを大事に県が持っているネットワークを活用し、山形市内の百貨店跡

地をデンソー山形のサテライトにするなど、アイディアを出し、連携してほしい。 

 

矢吹副委員長 山形県中小企業スーパートータルサポ事業費と若者定着支援基金事業費の減額

理由は何か。 

 

中小企業振興課

長 

 山形県中小企業スーパートータルサポ事業費は、大きく４つのメニューがあり、

そのうち設備投資と小規模事業者関係は、国のものづくり補助金や持続化補助金

に不採択となった企業を県がバックアップするものである。 

 今年度、本県のものづくり補助金や持続化補助金の採択が２年連続トップとな

り、国の支援策を多く活用できたことから、結果として、事業費を４億 4,000 万

円から２億7,500万円に減額するものでる。 

 

産業政策課長 若者定着支援基金事業は、当初 300 人の募集対象として、４年間の授業料 124

万 8,000 円を積み立てる事業費を計上し、地方創生枠、市町村連携枠、産業団体

連携枠の３つのメニューで募集している。 

地方創生枠は100人、市町村連携枠は80人認定したが、必ずしも１年生だけで

なく、３年生や４年生、短大生の場合もあり、その分減額となった。産業団体連

携枠は、現在募集中のため、補正はしていない。 

 

  


